
無形固定資産の取得による支出  3118986750
定期預金の預入による支出 1272000000000
定期預金の払出による収入 1215000000000
買現先の純増減額（減少：）  158043180000
金銭の信託（単独運用指定金銭信託）の減少による収入 13155951810
その他支出  18380973


投資活動によるキャッシュ・フロー 308302149768

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
民間長期借入金の借入れによる収入 10883000000
民間長期借入金の返済による支出  125080000000
債券の発行による収入（発行費用控除後） 761799426657
債券の償還による支出 1648393616000
財政融資資金借入金の借入れによる収入 2540000000
財政融資資金借入金の返済による支出  20334259000
リース債務の支払いによる支出  152449968
政府出資金収入 1452000000
不要財産に係る国庫納付等による支出  12613956


財務活動によるキャッシュ・フロー 1017298512267

Ⅳ 資金減少額  104814982998
Ⅴ 資金期首残高 349478371030


Ⅵ 資金期末残高 244663388032
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重要な会計方針
１ 減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。
建物：２～50年 その他の有形固定資産：２～39年

 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ています。また、その他の無形固定資産については利用可能期間（10年）に基づいています。

２ 引当金の計上基準
 貸倒引当金
買取債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、以下に定める債務者区分に応じて、次
のとおり計上しています。
破綻先 ：法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者
実質破綻先：法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深刻な経営難の状態にあ

り、再建の見通しがない状況にあると認められるなど実質的に経営破綻に陥ってい
る債務者

破綻懸念先：経営破綻の状況にはないものの、経営難の状態にあり、経営改善計画等の進捗状況
が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

要注意先 ：元本返済若しくは利息支払が事実上延滞しているなど履行状況に問題がある債務
者、継続的な返済を支援するため元金の一部繰延べ、延滞元金若しくは延滞利息と
の繰延べなどの貸出条件の変更を行った債務者、業況が低調ないしは不安定な債務
者又は財務内容に問題がある債務者など今後の管理に注意を要する債務者。なお、
要注意先のうち、当該債務者の債権の全部又は一部が要管理債権（３か月以上６か
月未満延滞債権及び貸出条件緩和債権）である債務者を要管理先とし、要注意先を、
要管理先と要管理先以外の要注意先に分けて管理しています。

正常先 ：業況が良好であり、かつ、財務内容に特段の問題がないなど債務の履行に問題がな
いと認められる債務者

ア 破綻先及び実質破綻先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込
額を控除した残額を引き当てています。
イ 破綻懸念先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を引き当てています。
ウ 要管理先及び要管理先以外の要注意先に係る債権のうち、債権元本の回収及び利息の受取に
係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・
フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を引き当てています。
エ 上記以外の債権については、ポートフォリオの特性に応じて、個人向けの債権とそれ以外の
債権にグルーピングを行ったうえで、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸
倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な
修正を加えて算定しております。

 賞与引当金
役員及び職員に対して支給する賞与に充てるため、翌期賞与支給見込額のうち当期対応分を計
上しています。
 退職給付引当金
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しています。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額を費用処理しています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ています。
 保証料返還引当金
財形住宅資金貸付勘定及び既往債権管理勘定に属する貸付け並びに住宅資金貸付等勘定に属す
る注記事項の１の年金譲受債権に係る貸付けを受けた者がその債務の保証を独立行政法人住宅
金融支援機構法（平成17年法律第82号）附則第６条第１項に規定する財団法人公庫住宅融資保証
協会に委託したときに支払った保証料のうち、未経過期間に対応するものの返還に必要な費用に
充てるため、返還見込額を計上しています。


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